
[米国]第45代大統領就任式:「強い米国の復活」を強調 

1. Review: トランプ新大統領は、「強い米国の復活」のため、国民に結束を訴える。 

 ドナルド・トランプ氏は20日、第45代米国大統領に就任した。史上最高齢（70歳220日）での1期目就任である。 

 就任演説では、国内の支配階級や既得権益層、海外の企業から、国内の中間層に職や富を取り戻すと強調。 

 演説内容に意外性はなく、米国の株式市場は概ね横ばい、長期金利は小幅低下、ドルは小幅安となった。 

2. Going Forward: 2017年も、金融市場の変動性の高さは変わらず。分散投資がカギを握る。 

 株価は12月中旬以降、横ばい推移が続き、「ご祝儀相場」は収束したように見える。 

 今後は、所得税・法人税減税やインフラ支出など、経済政策の「実現性」に焦点。2月以降、議会と予算の大

枠に関する交渉を開始、4-5月頃に、議会からの回答が出る見通し*。 

 引き続き、新大統領や主要閣僚からの発言、議会との交渉状況で、一喜一憂の展開が続くと見られる。 

* 今後の材料：大統領が議会に示す「予算教書」（2月上旬）、予算の大枠を決める議会の「予算決議」（4月中旬がメド） 
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◆ご注意していただきたい事項について 
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- 投資信託によっては、クローズド期間として、原則として換金が行えない期間が設けられていることや、1回の換金（解約）金額に 制限が設けられている場合

があります。 

- 分配金の額は、投資信託の運用状況等により委託会社が決定するものであり、将来分配金の額が減額されることや、 分配金が支払われないことがありま
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◆ファンドの諸費用について 

投資信託では、一般的に以下のような手数料がかかります。手数料率はファンドによって異なり、下記以外の手数料がかかること、または、一部の手数料が
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 投資信託の購入時：購入時手数料（上限3.78%（税抜3.5%））、信託財産留保額 

 投資信託の換金時：換金（解約）手数料、信託財産留保額（上限0.5%） 

 投資信託の保有時：運用管理費用（信託報酬）（上限年率2.052%（税抜1.9%）） 

*費用の料率につきましては、JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社が設定・運用するすべての公募投資信託のうち、徴収するそれぞれの費用における
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がかかります。 
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